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序     文 
 

 日本政府は、イラン・イスラム共和国農業省の要請に基づき、ケルマンシャー州ケルマンシャ

ー市北西部約１万4,000haを対象に、地域の抱える問題点・課題を整理の上、優先度の高い地域に

おいて灌漑排水計画・農業開発計画を農民参加の下に策定するとともに、カウンターパート機関

であるケルマンシャー州農業総局職員の能力開発及び人材育成を図るための調査を実施すること

となりました。 

 国際協力事業団は、本格調査に先立ち、本格調査の円滑かつ効率的な実施を図るため、平成14

年３月７日から３月18日の12日間にわたり、当事業団農林水産開発調査部農業開発調査課課長

太田 光彦を団長とする事前調査団を現地に派遣しました。 

 同調査団は、イラン・イスラム共和国政府関係者との協議並びに現地踏査を行い、要請背景・

内容等を確認し、本格調査に関する実施細則（Ｓ／Ｗ）及び協議議事録（Ｍ／Ｍ）に署名しまし

た。 

 本報告書は、本格調査実施に向け、参考資料として広く関係者に活用されることを願い、取り

まとめたものです。 

 終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 平成14年９月 

 

国際協力事業団 
理事 鈴木 信毅 



目     次 
 

序 文 

調査対象地域位置図 

現地調査地域写真 

 

第１章 調査の概要 …………………………………………………………………………………… 1 

１－１ 調査目的 …………………………………………………………………………………… 1 

１－２ 調査団の構成 ……………………………………………………………………………… 1 

１－３ 調査日程 …………………………………………………………………………………… 1 

１－４ 訪問先及び面会者 ………………………………………………………………………… 2 

 

第２章 協議の概要 …………………………………………………………………………………… 3 

２－１ 協議概要 …………………………………………………………………………………… 3 

２－２ 実施細則（Ｓ／Ｗ）変更点 ……………………………………………………………… 3 

２－３ 協議議事録（Ｍ／Ｍ）記載内容の概略 ………………………………………………… 4 

 

第３章 要請背景 ……………………………………………………………………………………… 6 

３－１ 要請の背景及び経緯 ……………………………………………………………………… 6 

３－２ 上位計画 …………………………………………………………………………………… 7 

３－３ 農業の概況 ………………………………………………………………………………… 11 

３－４ 関係機関の概要 …………………………………………………………………………… 12 

３－４－１ 行政組織 …………………………………………………………………………… 12 

３－４－２ 農業関連組織 ……………………………………………………………………… 15 

３－５ 他国援助機関の動向 ……………………………………………………………………… 16 

 

第４章 調査対象地域の現況 ………………………………………………………………………… 18 

４－１ 自然状況 …………………………………………………………………………………… 18 

４－２ 社会状況 …………………………………………………………………………………… 18 

４－３ 対象地区の現状 …………………………………………………………………………… 19 

４－３－１ 農 業 ……………………………………………………………………………… 19 

４－３－２ 灌漑排水 …………………………………………………………………………… 21 

４－３－３ 環 境 ……………………………………………………………………………… 25 



第５章 本格調査の実施上の留意点 ………………………………………………………………… 27 

５－１ 灌漑排水 …………………………………………………………………………………… 27 

５－２ 農 業 ……………………………………………………………………………………… 28 

５－３ 環 境 ……………………………………………………………………………………… 28 

 

付属資料 

１．要請書（Ｔ／Ｒ） ……………………………………………………………………………… 33 

２．実施細則（Ｓ／Ｗ） …………………………………………………………………………… 45 

３．協議議事録（Ｍ／Ｍ） ………………………………………………………………………… 52 

４．収集資料 ………………………………………………………………………………………… 57 

５．質問書 …………………………………………………………………………………………… 69 



－1－

第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査目的 

(1) プロジェクト名 

 1) 日本名：イラン国ガラス川沿岸農業基盤整備計画 

 2) 英語名：The Study on Gharasu River Basin Agricultural Infrastructure Development Project 

(2) 相手国受入機関 

 1) 日本名：ケルマンシャー州農業総局 

 2) 英語名：Kermanshah Agricultural Organization 

イラン・イスラム共和国（以下、「イラン国」と記す）政府の要請に基づき、ケルマンシャー州

（２万4,434km2）内の優先地域を対象に、排水不良及び雪解け水により湛水被害を生じている農

地の現状を調査し、灌漑排水基盤の整備を中心に据えた農業開発計画の策定を行う。併せて、イ

ラン国ケルマンシャー農業総局職員に対する技術移転を行う。 
 

１－２ 調査団の構成 

分 野 氏 名 所  属  先 
総 括 太田 光彦 国際協力事業団農林水産開発調査部農業開発調査課課長 
灌漑排水 佐々木明徳 農林水産省総合食料局技術協力課海外技術協力官 
農 業 唐沢  武 農林水産省関東農政局生産経営部園芸特産課農政調整官 
調査企画/事前評価 川部 伸治 国際協力事業団農林水産開発調査部農業開発調査課 
 

１－３ 調査日程 

日順 月 日 曜 調査行程・調査内容 宿泊地 
１ ３月７日 木 東京(JL407、LV.13:30)→(AR.17:35)フランクフルト フランクフルト 
２ ３月８日 金 フランクフルト(IR720、LV.13:55)→(AR.21:40)テヘラン テヘラン 

３ ３月９日 土 資料収集 テヘラン(IR287、LV.16:45)→(AR.17:55)ケルマンシャー ケルマンシャー 

４ ３月10日 日 ケルマンシャー州政府・農業総局表敬 現地調査（サイト１） 〃 

５ ３月11日 月 現地調査（サイト２） 〃 
６ ３月12日 火 現地調査（サイト３） 〃 

７ ３月13日 水 ケルマンシャー州内のエネルギー省、環境局の出先事務所、農業普及局訪問 〃 

８ ３月14日 木 
8:00 ケルマンシャー州農業総局 
   Ｓ／Ｗ案説明及び入手資料確認 
ケルマンシャー(IR286、LV.18:25)→(AR.19:30)テヘラン 

テヘラン 

９ ３月15日 金 団内打合せ 
Ｓ／Ｗ修正及びＭ／Ｍ準備 〃 

10 ３月16日 土 

10:00 Ｓ／Ｗ及びＭ／Ｍ協議 
16:00 Ｓ／Ｗ・Ｍ／Ｍ訂正 
17:00 Ｓ／Ｗ・Ｍ／Ｍ署名 
17:00 日本大使館報告 

〃 

11 ３月17日 日 テヘラン(
BA6730、LV.8:20)→(AR.11:05)ロンドン 

ロンドン(BA007、LV.14:10)→ 機内泊 

12 ３月18日 月 → (AR.11:00) 東京  
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１－４ 訪問先及び面会者 

(1) イラン国側 

 1) Ministry of Jihad-e-Agriculture 

Dr. Majid Dehghan-shoa Director General office for International and Regional 

Organizations 

Mr. Mohammad A.Yazdanikhoorasgani Expert in Charge of International Projects 

Mr. Hossein Askari International Projects Expert and JICA Program Officer 

 2) Kermanshah Province Jihad-e-Agriculture Organization 

Mr.Mohammad Hadi Khaza Head of Province Jihad-e-Agriculture Organization 

Mr.Ramazan Rouintan Technical & Executive Deputy of Jihad-e-Agriculture 

 Organization 

Mr.Morteza Isamaili Director of Soil & Water Deputy 

Mr.Ezattolah Abbasi Senior Expert of Soil & Water 

Mr.Darioush Rezai Agriculture Expert 

Mr.Mohammad Taher Abdollahi Soil & Water Expert 

Mr.Nosratollah Fallahi Agriculture Expert 

 3) Kermanshah Province Government 

Mr.Rahimi Deputy of Budget & Planning  

 

(2) 日本側 

 1) 在イラン国日本大使館 

二階堂幸広 公使参事官 

鳥井健太郎 二等書記官 

田中  泉 企画調査員 

 2) JICA専門家 

千田 勝巳 JICA Expert, Ministry of Jihad-e-Agriculture 
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第２章 協議の概要 
 

２－１ 協議概要 

調査団は、農業省（Ministry of Jihad-e-Agriculture）、ケルマンシャー州農業総局（Kermanshah 

Province Jihad-e-Agriculture Organization）及びエネルギー省（Ministry of Energy）を含む調査関係

機関と調査内容や調査の実施方法について協議を行うとともに、調査対象地域の現地調査を実施

した。イラン国で行われた協議を通じ、内容に沿った実施細則（Ｓ／Ｗ）を合意するとともに協

議議事録（Ｍ／Ｍ）を取り交わした（Ｓ／Ｗ及びＭ／Ｍは付属資料２及び付属資料３参照）。 

協議の結果及び現地調査の概要は、次のとおりである。 

 

(1) 調査対象地域は、水資源も比較的存在する・土壌条件も耕作に適している、天水栽培が行

われているなど、農業開発のポテンシャルは十分認められる。 

 

(2) ケルマンシャー州農業総局は開発調査の実施が初めてであり、事業制度や調査の進め方に

ついて理解不足の感があるが、以下の点を考慮すれば本件実施の意義は高いものと考える。 

1) エネルギー省との連携を積極的に行い、事業予算の確保も適時行っている。 

2) 環境局や農業普及局との連携も十分図られている。 

3) カウンターパートの対応が熱心で好意的である。 

 一方で、灌漑排水施設の開発と適正な維持管理、適度な水利用、土壌保全・改良、適正な

品種の選定、栽培技術、農民の開発への参加と訓練等総合的な開発アプローチが必要である。 

 

２－２ 実施細則（Ｓ／Ｗ）変更点 

 イラン国側が提示している優先地区（サイト２、３）の境界線は既設道路を基準としており、

適当ではなかった。このため、地形条件、水利条件を考慮し、サイト２とサイト３の合流部の一

部を調査対象地域に追加した。 

 優先地区のうち、サイト１はエネルギー省により灌漑水路の付け替え工事が行われていたり、

サイト２は農業総局により水源のサイト検討や地質調査等の基礎調査が進められるなど、ハード

の整備事業についてはある程度の調査・計画・施工能力を有していることが確認された。このた

め、本調査の実施に際しては、ハード整備の計画手法の技術移転以外にソフトの支援（営農技術

の改良、普及、農民の組織化や維持管理能力の向上）も重要であると判断し、Ｓ／Ｗに追加した。 

 イラン国側より、Ｓ／Ｗが予算要求の根拠になるため、予算審査部門が理解しやすいように調

査内容をできる限り細かく記載するよう要望があった。ローカルコストの確保にやむを得ないも

のと判断し、具体的な調査項目を追記した。 
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調査対象地域周辺の山にはほとんど木がなく、荒廃した状態であった。このため、イラン国

側は、水源計画の検討とともに、後背地の保全計画（「Water Shed Management」）の検討を強く

求め、Ｓ／Ｗに記載するよう求めた。日本側としては、「灌漑計画の『水源計画』の項目で検討す

る」として説明を行い、Ｓ／Ｗに記載する必要はない旨説明してイラン国側の理解を求めたが、

最終的にはＭ／Ｍに記載することで合意した。 

 

２－３ 協議議事録（Ｍ／Ｍ）記載内容の概略 

(1) 調査目的 

調査目的として、Ｓ／Ｗに記載した２つの目的があることにイラン国側及び日本側両者と

も合意した。さらに、灌漑排水計画だけでなく、維持管理計画や家畜開発や小規模農産加工

を含む総合的な農業開発計画の策定が大変重要であることを、イラン国側及び日本側の両者

で確認した。 

 

(2) 調査範囲 

調査範囲をＳ／Ｗに示した範囲とすることで、イラン国側及び日本側両方とも合意した。

イラン国側は、調査範囲に①「Water Shed Areas」と②「GARAB」・「KILANBAR」と呼ばれる

２つのダムサイトを含めるよう日本側に要望した。事前調査団は、調査範囲の水資源に直接

影響を与える「Water Shed Areas」に限り調査の必要性を認めた。イラン国側は、調査範囲に

関係する「Water Shed Management」のモデル計画を策定するよう要望した。 

 

(3) フィージビリティ・スタディ（Ｆ／Ｓ） 

Ｆ／Ｓ地区は、農業省の優先順位と水量、灌漑排水方法、土地利用、農家の実施能力といっ

た技術的な妥当な選定基準を基にフェーズⅠ調査の結果により選定する。 

 

(4) 水資源 

農業省は、水資源開発計画に河川、泉、地下水を考慮するよう求めた。調査団は、地下水

賦存量と調査地域内の河川と泉の賦存量についてレビューすることに同意した。イラン側と

日本側は、この件に対してエネルギー省との親密な関係が必要であることに同意した。 

 

(5) 調整機関 

調査のスムーズな実施のために、調整委員会を中央レベルと州レベルに設置することに両

者は合意した。委員会は、日本人調査団の報告書説明時や必要に応じ開かれる。調整委員会

の構成メンバーは次のとおりである。 
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 1) 中央レベル 

農業省、エネルギー省、環境局、日本大使館、JICA派遣専門家、本格調査団 

 2) 州レベル 

ケルマンシャー州農業総局、ケルマンシャー州水供給総局、ケルマンシャー州環境総局、

ケルマンシャー州政府、本格調査団 

 

(6) カウンターパート機関及びカウンターパート 

調査団は、農業省が本格調査団のカウンターパート機関であることを確認した。調査の実

施に際し、農業省は本格調査団のカウンターパートとして数名の職員（付属資料３参照）を

登録した。また、農業省は、テヘラン市とケルマンシャー州に調査団用の事務所を確保する

とした。 

 

(7) 供与機材 

農業省は、下記の機材を要望した。 

・デスクトップコンピューター、ノートパソコン、OHP、デジタルカメラ、水文観測機器 

日本側は、このことをJICA本部へ伝えることを約束した。 

 

(8) カウンターパート研修 

農業省は、調査期間中におけるカウンターパート職員への効率的な技術移転を促進するた

め、日本での研修への参加を要望した。日本側は、このことをJICA本部へ伝えることを約束

した。 
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第３章 要請背景 
 

３－１ 要請の背景及び経緯 

イラン国は、革命後の対イラク戦争を経て、イスラム国家の建設を一応は成功裏に進めてきた。

近年は人口増加が著しく、それを補うほどには石油収入は伸びていないことから、国家財政は緊

迫しており、その経済環境の悪化は国民生活を圧迫しているといわれる。 

イラン国農業はGDPの約25％、就労人口の約36％を占め、石油に次ぐ国家の基幹産業である。

近年の国全体の食料自給率は80％である。現在のイラン国状況は外貨不足、低迷する国内経済、

失業者の増加に対処し、食糧自給、雇用の拡大、国際収支の改善をめざすために、農業の開発を

図り、農業生産の増進、農家経済、農民生活の向上を重要施策として推進しているところである。 

ケルマンシャー州はイラン国西部の中央部に位置し、州面積２万4,434㎞2、山間部は涼しく平

野部は穏やかな気候をしている。州全体が荒々しい岩山のザーグロス山脈に位置している。ケル

マンシャー平野は、地下水位が高く、排水不良が見られる一方、大部分の農地は無灌漑のため収

量が安定しない。また、年間雨量は500mm程度であるが、地区を通過する河川が春の雪解け時に

増水して湛水被害を生じるとの報告もある。ケルマンシャー州政府は①灌漑排水施設を建設（リ

ハビリ含む）し、②農業開発計画を策定することで、ケルマンシャー州地方の食糧増産をめざし

ている。 

このような状況にかんがみ、同国政府は1999年８月23日に我が国に対して「イラン国ガラス川

沿岸農業基盤整備計画調査」を要請してきた。当初の要請内容は、①調査対象範囲(５万ha)が広

い、②事業化の見通しが不明であるといった問題点があり、採択が保留されていた。 

先の要請書の問題点について、イラン国は①調査対象範囲をイラン国で選定した３つの地域(計

１万2,500ha)に絞り込んだ、②国及び州からの無償補助資金により事業化が可能となったとして、

2001年度新規案件として本案件を再要請した。 

 

〈調査対象プロジェクト概要〉 

 ケルマンシャー州ケルマンシャー市北西部約１万4,000haを対象に、地域の抱える問題点・課題

を整理の上、優先度の高い地域について灌漑排水計画・農業開発計画を農民参加の下に策定する。

フェーズⅠにおいて現地調査を行い、問題点及び調査内容の明確化を図る。その結果をもって、

フェーズⅡとしてＦ／Ｓレベルの調査を実施する。フェーズⅡの調査内容はフェーズⅠにて確定す

るが、現在想定している調査項目を記載する。 
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(1) 調査項目 

 1) フェーズⅠ（現況調査及びＦ／Ｓ地区の選定） 

 a) 既存資料・情報の収集 

 b) 既存調査・計画、関連事業の検討 

 c) 現地調査 

     上記a)、b)の補足、検証及び対象地域の計画に必要な資料・情報収集（自然条件、灌

漑排水、流域管理、営農・栽培、畜産、社会農業経済、流通加工等） 

 d) 調査対象地域が抱える問題点の明確化 

 e) 予備環境調査 

 f) 調査対象地区の決定 

 2) フェーズⅡ（Ｆ／Ｓの実施） 

 a) 追加調査（必要に応じ地形図作成、ボーリング調査等） 

 b) 現地調査（地元農民意向アンケート調査、水管理組合基礎情報等） 

 c) 農業開発計画の策定（Ｆ／Ｓレベル） 

現段階では以下の内容が想定されるが、フェーズⅠの結果を踏まえて各項目の重み付

けを行う。 

① 栽培／営農計画 

② 土地利用計画 

③ 灌漑排水計画（維持管理計画を含む） 

④ 流域管理 

⑤ 環境保全計画：環境を維持するため環境保全計画 

⑥ 上記に関連する、技術導入普及計画を策定 

 d) 事業実施スケジュール策定 

 e) 事業費概算及び便益算定 

 f) 事業評価 

 

３－２ 上位計画 

 第３次経済開発５か年計画（2000年３月～2005年３月）は、ハタミ大統領となって最初の５か

年計画である。これまでの未達成項目及び課題を包括しつつ、大統領が1998年８月に発表した「経

済再生計画」を根幹として策定されたものである。 

 「経済再生計画」は、イラン経済が第２次計画期に直面した諸問題を、①アジア経済危機、②

石油価格の急落、③対外借款の先細り、④石油収入依存体質、⑤国際石油価格に対する国内経済

の脆弱性などに起因するものと分析し、そのような内外の衝撃に対する感受性が弱まるよう、経
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済の法的、機構的、規制的枠組みの構造改革をめざしたものである。そのために、以下の目標を

掲げた。 

・雇用創設と失業の解消 

・経済安全保障と投資・生産活動のための信頼の確立 

・予算改革と政府予算の対石油収入依存の低減 

・金融政策策定と施行における自立と間接的金融政策の適用 

・経済活動の民営化、社会サービス運営における大衆参加の拡大、経済活動への政府介入の削

減 

・国家財政の均衡達成と非石油産品輸出の促進 

 

(1) 主要戦略 

第３次経済開発５か年計画では、市場経済への漸次的な転換を目標とし、そのための経済

改革を中心に謳っている。 

イラン国経済が計画策定時に改めて困難な状況に直面し、対外債務支払い問題への対応を

迫られていたことから、第２次計画以上に経常収支のバランスには腐心している。同様の問

題の再発を未然に防止するため、原油価格を一層低めに見積る一方、価格変動の影響を吸収

するべく種々の安全弁が導入されているのは、その表れである。「石油安定化基金」を創設し、

原油価格のうち14ドルを超過した部分は、油価下落時の補填及び対外債務の返済に充てるこ

とになっている。 

 

(2) 開発方針 

一般政策の中核としてあげられているのは、①行財政改革、②国営企業のリストラと民営

化、③寡占の廃止と競争促進、④補助金と社会保障制度、⑤雇用対策、⑥税制・予算制度、

⑦地方の独自財源確保、⑧金融・為替制度、⑨金融市場の創設、⑩科学・技術開発、⑪環境

対策への取り組みや改革である。 

・行政機構と人的資源運営の改革を目的とした「最高行政評議会」の設置 

  ・解散、民営化、統合、リストラを目的とした全国営企業の財務状況評価の実施 

  ・徴税システムの効率化を目的とした経済・財務省の下に「国家租税庁」の設置 

・国家資源の保全と石油輸出収入に対する依存低減を目的とした「石油安定化基金」の創設

と、同基金から民間部門に対する貸し付けの実施 

・政府による優遇利息レート提供や融資保証引き受けにおける透明性確保と政府予算への反

映 

・計画終了年の対外債務削減（250億ドル以下）とデット・サービス率低下（30％以下、バイ
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 バック契約分除く） 

・銀行の資本強化目的で５兆リアルを上限とする、政府によるコマーシャルペーパーの発行 

・中央銀行による民営銀行と民間ノンバンクの操業に関する法整備 

・雇用創設事業や中小企業に出資する投資家の支援 

・計画期の非石油産品輸出の目標額達成のため、①輸出目的の製品製造に使用される原材料

や中間財の輸入に対する関税の事後払い戻し措置、②輸出向け産品及びサービスに対する

免税措置、③輸出向け産品及びサービスに対する輸出許可取得の免除措置、④非石油産品

及びサービス輸出促進を目的とした、石油輸出にかかわる余剰収入を財源とする輸出開発

銀行の資本強化 

・非関税貿易障壁の撤廃 

・輸出戦略策定を目的とする大統領直轄の「非石油産品輸出促進最高評議会」の設置 

 

(3) 重点分野 

380万人を目標とした雇用創成の観点から、労働集約型の諸産業に対する注目度が高くなっ

ている。これらは、農業、農村開発、住宅建設である。もちろん、従来どおり、民間部門の

活動の拡大による経済成長の確保にも期待が寄せられている。国営企業の民営化促進に関し

ては、「最高民営化理事会」の設置が定められており、この機関が民営化のあらゆる付帯手続

きの決定を担当することになる。赤字国営企業の累積債務を処理するため、政府側の債権放

棄も視野に入れている。 

民営化に関して付言すれば、革命以来認められてこなかった民間銀行の設立がうたわれて

いる点は注目に値する。 

 

(4) 評価と問題点 

第３次計画でも、成長目標に関して依然強気の数字を掲げている。とりわけ、外貨獲得手

段の１つとしての非石油産品輸出は、石油輸出とともに計画の成否に与える衝撃が大きい。

今回、同輸出では期間年平均70億ドル弱を想定している。過去10年間、単年度で最大の輸出

を誇った1994年ですら、50億ドルに満たなかった点にかんがみれば、積極的な数値と断じざ

るを得ない。 

計画初年度の原油価格高の好影響を受けて、「石油安定化基金」への積立額は概算で100億

ドルに達していることになる。しかしながら、1999年以来続いてきた高油価の時代は、同時

多発テロをもって終わりを告げたとの見方がオイル・エコノミストの間では支配的であり、

油価の下落基調が経済に与える影響にも注視しなければならないだろう。 

これまでのところ、為替レートに関しては、輸出レートと市場レートの乖離が少なく、安
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定していることから、為替政策が相応に機能しているといえよう。また、2001年度において、

為替レートの年度内における統一達成が目標として掲げられていたところ、予定どおり2002

年予算法は統一為替レートによって算出された。その達成は、第３次計画の下での構造改革

にとって、追い風となるであろう。 

農業部門では、長引く干ばつの影響が深刻である。計画初年度にあたる2000年も、穀物生

産をはじめ、多くの作物が被害を受けた。小麦の作付面積こそ前年を上回ったが、生産の減

少傾向に歯止めはかかっていない。現況では、今後とも農業部門の不調のために、貴重な外

貨が食料輸入によって文字どおり食われることとなるだろう（表３－１参照）。 

 

表３－１ 第３次計画初年度の農業生産実績（単位：面積千ha、生産高千ｔ） 

1999 2000 増減率 
 

面 積 生産高 面 積 生産高 面 積 生産高 
小 麦 4,739 8,673 5,101 8,088 7.6 -6.7 
大 麦 1,403 1,999 1,194 1,686 -14.9 -15.7 
米 587 2,348 534 1,971 -9.0 -16.1 
綿 花 216 441 246 497 13.9 12.7 
テンサイ 186 5,548 163 4,332 -12.4 -21.9 
サトウキビ 26 2,236 26 2,367 0.0 5.9 
茶 34 275 31 223 -8.8 -18.9 
種子油 237 271 208 247 -12.2 -8.9 
タバコ 23 22 20 21 -13.0 -4.5 
豆 類 935 471 1,016 562 8.7 19.3 
ジャガイモ 161 3,433 169 3,658 5.0 6.6 
タマネギ 56 1,677 44 1,344 -21.4 -19.9 
ピスタチオ 256 131 275 304 7.4 132.1 

出典：Annual Review (2000/2001), Bank-e Markazi-ye Jomhuri-ye Eslami-ye Iran 

 

イラン国政府は、世界市場への統合が不可欠との政策的判断に基づき、エジプトの推薦の

下でWTO加盟申請を2001年中に３度行ったが（５月、７月、10月）、イスラエルとアメリカ

の反対によって承認されなかった。しかしながら、WTO加盟へ向けて環境整備は進めており、

輸入手続きの簡素化と非関税貿易障壁の関税への転換を実施している。 

計画目標に定められている民間銀行の設立は、既に２行（Bank-e Eqtesad-e Novin、Parsian 

Bank）が中央銀行より免許の発給を受け、営業を開始していることで、順調に推移している

ようである。ほかにも、Saman-e Eqtesad、Karafarinan、Bank-e Taavonの３行が免許申請を済

ませている。これらの民間銀行については、外国人投資家による株式保有が25％を上限とし

て認められている。一方、経済特区における外国資本のオフショア銀行設立に関する法が発

令された。実際に、この種の金融機関が設立されるまでには、いましばらく時間を要すると
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ともに、体制内部において、金融機関が経済に果たす役割について見解の一致が求められる

ところである。この点は外資導入に関しても同じであり、1955年に制定された外資誘致法に

代わる新法は、いぜんとして国会案が憲法擁護評議会から拒絶されている状況にある。 

 

３－３ 農業の概況 

 イラン国は、その国土の50％以上が乾燥しているため、11％あまりを占める森林を除くと、農

業に適した土地は40％弱となる。しかしながら、農耕に適した土地でも、その利用率は高くなく、

FAOの調べでは全体の10％程度に相当する1,730万haにすぎない。また、耕作地面積の新規開拓も

頭打ち傾向にあり、1990年代には年平均0.4％という低い増加率であった。 

 農業に関しては、毎年国庫から補助金が生産者に対して拠出され、その対象品目は、牛乳、乳

製品、小麦、砂糖、米などにわたる。イラン国の主要農産物は、小麦、大麦、米、テンサイ、サ

トウキビ、茶、タバコ、ジャガイモ、タマネギ、綿花等のほか、特産品のピスタチオである。2002

年までに、中東や中央アジア地域を４年連続となる干ばつが襲っていることで降雨量が減少し、

作物にも被害が広がっている。従来から、灌漑農地が40％程度であったことも、小雨の影響を甚

大なものにしている。干ばつの開始と時を同じくして外貨不足に直面したことも、肥料と農薬の

調達を滞らせることになった。ゆえに、近年、穀物生産は深刻な打撃を受けており、イラン国は

世界最大の小麦輸入国の１つに甘んじることになった（表３－２参照）。これは、農業部門が第２

次５か年計画においてめざした、食糧自給の達成と純輸出国への転換に失敗したことを意味して

いる。 

 政府は、労働市場開拓の観点からも、農業の重要性に着目しているものの、干ばつ下で農地を

放棄する農民もみられ、長期的な影響への対処を含めた対策が求められている。 

 

表３－２ 小麦の輸入量・額 

 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 合計 

輸入量(百万ｔ) 3.4 3.6 2.5 2.4 2.3 3.1 3.9 5.9 3.5 6.2 6.6 43.4 

輸入額(百万ドル) 541.0 503.3 394.3 333.0 319.5 590.0 430.0 1,107.8 530.0 801.3 860.0 6,410.2 

出典：FAO Data base 

 

 干ばつの影響により状況が深刻であるのは、畜産も同じである。公式な統計こそ発表されてい

ないが、国連では2000年中に100万頭の家畜が死亡したものと見積っている。被害は、ザグロス山

系に定住生活を営む牧羊民を直撃したようである。 



－12－

３－４ 関係機関の概要 

３－４－１ 行政組織 

 2001年、これまで農業開発と農村開発のそれぞれを担当していた農業省と建設推進省

（Ministry of Jihad-e-Sazandegi）が統合され、農業・開発推進省となった。これにより、農村部

の農業開発の技術的な対応と農村の生活基盤整備及び社会環境の整備が同一の行政機関により

実施されることとなった（図３－１、図３－２参照）。 

 旧行政組織では、エネルギー省が灌漑水源の開発と基幹構造物の計画・建設・管理を行い、

農業省が末端灌漑水路・施設の建設・管理及び営農管理を実施してきた。建設推進省は、農村

インフラの整備を主体に農産物流通に係る行政面での支援を担当した。 

 農業省の諸政策のなかで、特に下記の点を重視している。 

(1) 乾燥地農業開発の基礎技術確立 

(2) 農業可耕作地帯の農業用排水路整備改善 

(3) 耕作地を拡大し農業生産を高め、農業従事者の生産所得の向上 

 このため新しい農業開発の方法として、パイロットファーム式の大型モデルプロジェクトを

建設し、周辺地域に農業開発と農業技術を普及させる。また、土壌劣化を防止し順次持続可能

な地域住民参加型の農業開発を促進し、地域農業・農村建設を全国各地で実施する要望があっ

た（出典：千田長期専門家報告書）。 
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３－４－２ 農業関連組織 

イラン国の農民組織は、旧農業省の監督の下で活動しており、主な農民組織として①Rural 

Service Cooperatives（RSC）、②Agricultural Cooperative Society (ACS)、③MOSHAA Production 

Cooperativeの３組織がある。それぞれの概要を表３－３に示す。 

 

表３－３ イラン国農民組織の概要 

組 合 組織概要 主な活動内容 

Rural service 
Cooperatives (RSC) 

・Agricultural Coop.Company (ACC) の
下に24の州レベル組織、4,200か所
の支所をもつ。 

・イラン全村の約90％（450万人の会
員）をカバーする。 

・肥料・農薬など農業投入資
材の農民への供給 

・価格統制農産物（小麦等）
の買上げ 

・日用品の販売、農業銀行の
貸付金配布 

Agricultura 
Cooperative 
Society (ACS) 

・全国に1,158か所の組合(ACSS)をも
ち、組合員合計56万2,000人（1993
年）。 

・鶏肉の生産に係る支援 
・農業機械サービス（詳細不
明） 

MOSHAA Production 
Cooperatives 

・全国に１万2,800か所の組織をもち、
会員数は約10万人。 

・小規模農家に対する全般的
な支援 

 

RSC及びACSは、旧農業省傘下のCentral Organization for Rural Cooperatives(CORC)の監督、

支援を受けており、両組合員の教育・訓練もCORCによる。CORCは職員数約4,900人で、その

主な収入源は穀物及び肥料・農薬の買入れ・販売時の手数料である。上記農業省管轄下の農民

組織のほかに、旧建設推進省の管轄する畜産関連業種の組合、絨毯製造関連組合等の農村生活

に係る組合の活動がみられる。 

 麦類の買い入れ、需給調整を行う協同組合組織があり、州レベルの農業省の組織においても

協同組合を管轄する部署（Management of Rural Cooperatives）がある。 

農業投入資材の供給は、旧農業省を中心に行政府によって運営されている（1993年資料）。農

業省傘下の肥料・農薬供給公社(Fertilizer Distribution and Pesticide Production Company)はイラ

ン国内で生産される肥料・農薬の供給を行っている。国内生産品以外（不足量）は政府貿易公

団(Government Trading Cooperation)が輸入し、供給公社によって供給活動が行われる。 

供給公社による農業投入資材の供給は、農業共同組合連合(Cooperative Union)、工業作物推

進各機関（砂糖、茶、綿及び食用油の各公社）に対して行われ、農民は農業普及事務所の指導・

合意又は各作物推進機関との契約に基づいて決定された作物の種類によって肥料等を入手する

ことができる。肥料・農薬の価格は、消費者・生産者保護機構(Consumers and Producers Protection 

Organization)によって決定される（出典：Islamic Republic of Iran, Services for Agriculture and Rural 

Development、世銀、1994年）。 
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３－５ 他国援助機関の動向 

(1) 国際機関 

国際機関による農業部門の支援は、UNDP、世銀グループ、FAOによる支援が主なもので

ある。UNDPの支援は、1994年の進行中の事業への支出は総額1,630万ドルで、農業部門への

支援は援助総額の約40％（650万ドル）となっている。農業部門のほかは、天然資源分野（260

万ドル）、工業部門（170万ドル）が多くなっている。UNDPの援助に合わせて、コスト・シ

ェアリングとしてドナー国より全部門への総支出額の約17％が拠出され、イラン国政府が同

４％を支出している。1994年末における農業部門も進行中事業に対するコスト・シェアリン

グは、ドナー国12％、イラン国政府が2.3％となっている。 

世銀グループは、1989年以降1996年まで、総額約８億5,000万ドルの融資を実施しているが、

農業部門に対する融資は、1992/93年の「灌漑改善事業：１億6,000万ドル」となっている。

同事業は、既存４灌漑・排水事業の改善、農業指導普及と研究開発の強化による農民の所得

拡大及び技術援助・研修により関連機関の計画策定、実施能力を高めることを目的としてい

る。このほか、「Irrigation Improvement Project」、「Greater Dez Irrigation Project」、「農業クレ

ジット事業」、「農業開発基金事業」を実施した。FAOは、「地域ごとの家畜疾病の管理と撲滅

事業」及び「農業・農村のための水源開発事業」を実施している。 

 

(2) ドナー国の動向 

イランへの各国ドナーの援助額（1999～2000年）を表３－４に示す。 

 

表３－４ 各国ドナーの援助額（1999～2000年） 

国 名 援助額（百万ドル） 
日 本 56 
ドイツ 49 
オーストリア 12 
フランス 8 
ノールウェー 4 
フィンランド 3 
イギリス 2 
出典：外務省資料、報道各紙 

 

各国ドナーの援助の分野別比率は、援助総額の47％が教育分野、経済インフラ30％、エ

ネルギー分野18％、農業生産２％となっている。 
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  (3) NGOの活動状況 

 NGOの農業分野での活動状況は、FAOの実施する事業への参画のほかに、農村女性の支

援にかかわる活動が多くなっている。表３－５に1999～2000年のNGOの活動内容を示す。 

 

表３－５ 農業分野のNGO活動 

NGO 主な活動 

DCA (Dutch Committee for Afghan) 

PRB (Pamir Reconstruction Bureau 

UVSA (Umbrella Veterinary Service Association 

FAO事業 

CGIAR (Consultative Group on International 

Agricultural Research) 
N.A 

Imam Khomeini Relief Committee 

農村開発、農村女性支援：１万世帯の寡婦
家庭に対する職業訓練（農業生産、畜産、
裁縫、刺繍、絨毯作成、焼き物等） 

Women Islamic Institude 地域社会における女性の地位向上 

GENESTA 
農村女性開発（2000年）、社会参加及び農村
開発に係る融資システムの改善（1993年） 

 

 ケルマンシャー州において過去に他の援助国が調査及び事業を実施した例はなく、現在

においても他の援助国の協力・実施等の予定や計画はない。 
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第４章 調査対象地域の現況 
 

４－１ 自然状況 

(1) ケルマンシャー州 

ケルマンシャー州はイラン国西部のイラク国境に接し、面積約２万4,434km2、人口約160

万人を有する。年平均降水量は、イラン全土の平均値の約２倍に相当する約480mmであるが、

降水分布は春期に26％、秋期に29％、冬期に45％となっており、冬期の降雪を中心として雨

期が形成されている。州全体の農地面積は約82万haで、うち灌漑農地面積は約14万ha（18％）

となっており、天水農業が太宗を占める。主要作物は小麦、大麦が全体の約60％、その他豆

類、トウモロコシ、飼料作物などが作付けされている。 

 

(2) 対象地域 

州都ケルマンシャー市の北西約50kmに位置する対象地域は、後背部には山頂標高2,000～

3,000ｍのザクロス山脈の山並みを控え、標高1,300ｍ前後のなだらかな平原が広がる数万ha

に及ぶ広大な農地の一部（約１万4,000ha）をなしている。平原の土地のほとんどは耕起され

小麦、豆類等の栽培が整然と行われているが、周囲の山々は、樹木がほとんど生えていない

岩山ばかり（一部、草地）である（50年以上前は山々は森林に覆われていたが、徐々に現在

のような姿になったとの話が聞かれた）。 

 

４－２ 社会状況 

(1) イラン国の状況 

イラン国は、国土面積165万km2のうち約50％が砂漠、山地で覆われており、農用地面積は

国土面積の約38％の6,281万haとなっている。しかし、その大部分は未耕作の放牧地であり、

耕地で利用できる面積は約1,900万haであり、うち灌漑面積は756万haとなっている 

農業は、イラン国の主要な経済部門であり、GDPに占める割合は25％前後で推移しており、

サービス産業に次ぐ占有率であり、石油産業を上回っている。 

小麦は、食料及び農業部門の中心的作物であり、小麦の自給率は約80％と推測されており、

年間300万ｔ前後が輸入されている（表４－１参照）。 

畜産は、イスラム教を国教としていることから、特徴的な構成となっており、羊、山羊が

突出している（表４－２参照）。 

イラン国における土地所有状況は、小規模の零細個人農家の農場が主流であり、農場の約

80％は10ha未満の規模であり、また、66％は５haに満たないといわれている。 
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表４－１ イラン国における主な農作物の生産量（1999年）（単位：万ｔ） 

農産物 生産量 農産物 生産量 
小 麦 868.7 綿 花 46.0 
米 230.0 トマト 320.4 
大 麦 191.9 ブドウ 194.3 
ジャガイモ 343.3 リンゴ 194.3 
サトウキビ 197.0 ピスタチオ 20.0 
テンサイ 498.7   
出典：FAOSTAT 

 

表４－２ 家畜飼養頭羽数（1999年）（単位：万頭） 

種 類 頭羽数 
羊 5,390 
山 羊 2,576 
牛 805 
鶏（万羽） 23 
出典：FAOSTAT 

 

(2) ケルマンシャー州の状況 

ケルマンシャー州は、イラン西部のイラク国境に接し、中東高原の半乾燥地帯に属するが、

この地方の歴史は古く、紀元前３～４世紀のアケメネス朝時代にさかのぼっている。ケルマ

ンシャー州の面積は約２万4,434km2で、住民はクルド系が大半を占めており、ほかにアラブ

人、トルコ人等が住んでいる。現在の州人口は約160万人あまりで、イランの全人口の約３％

を占めている。そのうち約60％は都市に住んでおり、農業人口は約25％である。 

農村地域は数十戸から、数百戸で村を形成している。村での教育水準は低く、識字率は50％

程度といわれている。また、農家の収入も低く、地主の約半数が町に出ていってしまってい

る村も見受けられる。 

 

４－３ 対象地区の現状 

４－３－１ 農 業 

(1) ケルマンシャー州における農業の概要 

ケルマンシャー州における農作物の栽培面積は約82万haで、天水農業が主であり、灌漑

面積は、約14万ha程度（18％）となっている。 

主な栽培品目は、小麦、大麦等の麦類が60％を占めており、その他トウモロコシ、豆類、

飼料作物等が栽培されている。栽培体系は、麦類、トウモロコシ、豆類等の輪作による１

年１作となっており、小麦の反収は、天水農業では灌漑農業の１／４から１／５程度であ

り、非常に不安定である（表４－３参照）。 
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表４－３ 麦の反収（単位：kg/10ａ） 

作物名 灌 漑 天水農業 

小 麦 80～120 

大 麦 
380～400 

120～130 

出典：聞き取りによる。 

 

果樹の栽培面積は約３万2,000ha程度（約４％）で、主にブドウ、リンゴ等が栽培されて

いる模様である。 

 野菜の栽培面積は１万2,000ha程度（約1.5％）で、主にメロン、キュウリ、スイカなど

が栽培されている模様であるが、調査地域においては、果樹、野菜の栽培は見ることがで

きなかった。 

ケルマンシャー州における農家戸数は約10万4,000戸で、１戸当たりの栽培面積は平均

7.8ha程度で、うち1.5ha程度が灌漑されていると考えられる。また、圃場は６か所から８

か所程度に分散されている例が多い。 

畜産は、羊、山羊が200万頭以上、牛が26万頭、鶏等が飼育されている模様である。村で

は農家が少数の家畜を飼育しているが、主要な都市の近郊では企業的な経営を行っている

ところもあるようである。近年の干ばつの影響により牧草が十分育たず、飼養頭羽数は

年々減少傾向にある。 

 

(2) 農家の概要 

 調査地域内のある農家の事例によると、６人家族で20haの農地を有し（すべて天水農業）、

麦類を60％、残りは豆類（Chick Pea）を栽培、ほかに牛を８頭、羊を10頭飼育している（家

畜は近年の干ばつの影響により、４年前に比べるとかなり減ったようである）。圃場は８

か所に分散されており、大きい圃場で約６ha程度となっている。 

小麦の収量は10ａ当たり約100kgで、灌漑農業の約１／３から１／４程度である。 

年収は約2,000万リアル（2,500ドル）程度であり、農業機械は自分でもちたい意向はあ

るものの購入できるほどの収入ではなく、機械を所有している農家からレンタルしている。 

 この程度の収入であれば、生活はできるが、農業機械等への投資は無理である。 

なお、イギリス製の65馬力のトラクターの価格は5,000万リアル（6,400ドル）以上する

ようである。 

 この農家は、村では比較的規模の大きい方であり、平均的な規模は10ha以下であり、収

入はこの農家の半分以下と考えられ、一般的な農家の生活は貧しい。 
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 (3) 農業技術の普及指導 

 調査地域内には、普及センターが３か所あり、15人のスタッフが指導にあたっているほ

か、ケルマンシャー州全体の活動を担う18人の専門員がいる。 

 また、2001年あたりから、農業大学の卒業生らがNGOグループをつくり、指導にあたろ

うという動きが出てきており、今後活動の成果が期待できる。 

 しかしながら、若年層の都市への流出などによる農家の高齢化、その農民の半数が字を

読めないという状況のなかで、ラジオ等のマスメディアによる指導、実証ファームの設置

などを行っているが、十分な指導ができているとはいいがたい。 

 ケルマンシャー州には、土壌・水、品種改良、テンサイ、天水耕作、病害虫など、５つ

の研究室をもつ国の研究機関があるほか、民間の研究所も２か所ある。また、自然資源、

畜産に関する研究所もあり、試験、研究体制は整っているといえる。 

 

４－３－２ 灌漑排水 

(1) 概 況 

対象地域は、ガラス川沿いの主としてガラス川左岸側地域（サイト１：約4,500ha）とガ

ラス川右岸側地域（サイト２：約9,500ha）に大別される。現況においては、小麦、大麦、

豆類、トウモロコシ等の穀類が、多くは天水により営農されている。ただし、一部の地域

では、井戸によるポンプ灌漑（一般的な１井戸当たりの灌漑規模は10ha、農民が自らの資

金及び借入金で建設）が行われている。両サイトともそれぞれケルマンシャー市へ通じる

アスファルト舗装の幹線道路が整備されているが、幹線道路から集落・農地への（支線）

道路はほとんどが未舗装である。 

 

(2) サイト１地域 

本地域は、ガラス川の左岸側を中心とした約4,500haの農地である。 

ガラス川は、本地域の北側に隣接するRavansarの市街地の傍ら（山の麓）に湧き出る「泉」

を源流としており、その直下流部に既存の頭首工（取水堰）が存在し、両岸取水で用水路

（左岸側2.0ｍ3/ｓ、右岸側1.5ｍ3/ｓ、いずれもコンクリート矩形断面）が配置されている。

このうち、左岸側の用水路については、サイト１地域内上流部の灌漑に供されているが、

農業総局によれば、既存の用水路は最上流部を除きすべて土水路構造のため、著しく灌漑

効率が悪く（約30％程度）、灌漑用水供給がうまく供給されないとのことであった。現在、

エネルギー省により、１次水路の付け替え工事（既存水路よりも山側にコンクリート張り

の台形断面を新設）が行われており、その進捗率は約45％の状況にある。今後は、１次水

路から分岐する２次水路までをエネルギー省が水路の整備を進める計画であり、当該計画
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による灌漑整備面積は約2,000haを予定している。３次及び４次水路は農業総局が今後、設

計・施工を行う予定であるが、現時点での成果はない。 

上記灌漑計画地約2,000haから外れる下流側地域（差し引き約2,500ha）は、天水農業（一

部ではポンプによる地下水灌漑）が営まれており、現状においては政府による灌漑開発計

画はない。 

 

(3) サイト２地域 

 1) 上流側地域の灌漑開発 

サイト２地域は、ガラス川本川のはるか右岸側に広がる約9,500haの農地であるが、農

業総局では、上流部の２つの沢筋（ガラス川の支流）に１か所ずつダムを築造し、本地

域のうちの上流側おおむね3,000haを灌漑するとともに、あわせてダム下流域の洪水防御

を図る計画を策定している。また、この計画に関連し、エネルギー省により頭首工（１

か所）が完成済みとなっている。聞き取りによれば、これらの計画の概要は以下のとお

り。 

 a) Ravansarダム（北側の支流） 

・流域面積4,000ha、灌漑面積700ha、総貯水量500万ｍ3、堤高25ｍ 

・横坑、ボーリングによる地質調査を実施済み 

 b) Keranvarダム（西側の支流） 

・流域面積１万1,000ha、灌漑面積2,300ha、総貯水量1,500万ｍ3、堤長400ｍ、堤高30

ｍ未満 

・10か所で合計1,000ｍのボーリング調査を実施済み 

 c) 頭首工（ダイバージョンダム） 

・Ravansarダム計画地点の下流側に頭首工が築造済み（エネルギー省施行） 

・固定堰タイプ（土砂吐未設置）で、目視では堰長10ｍ、堰上げ高１ｍ程度、右岸側

に取水口（ゲート）を有する。 

・取水口につながる用水路は設置されていない。 

上記２か所のダム計画については、調査及び設計を了しているが、今後の事業化につ

いては未定（実施主体、実施時期）となっている。圃場へはパイプラインで配水してス

プリンクラー灌漑又はチューブ灌漑を行いたいとの構想はあるが、具体的な計画・設計

には着手していない。 

 2) 下流側地域の灌漑開発 

上記のダム計画から外れた下流側の地域は、農業省によれば、河川開発のポテンシャ

ルが乏しく、地下水による灌漑開発が期待される地域とされている。地下水灌漑は１か
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所当たり10ha程度、30ｌ/sのポンプ灌漑が平均的であり、井戸の掘削深は80～220ｍと

のことであった。また、農家による地下水ポンプの設置は徐々に増えてきている一方で、

地下水位は徐々に低下する傾向にある（以前は地下水が自噴していたが、現在はくみ上

げが必要な井戸もある。低下の原因は不明）。灌漑方法は、土水路による地表灌漑が伝

統的に行われているが、一部では多孔のビニールチューブによる近代的灌漑方法も導入

されている。

 3) 洪水被害と排水障害

農業総局からの聞き取りによれば、本地域内の下流部地域では地形的な条件（相対的

に標高の低い地域において下流側へ雨水を流下する能力が不足すること、あるいは道路

が湛水をせき止める堤防のような機能を果たしてしまっていることなど）や樹木の少な

い流域条件に起因して、降雨時には湛水が生じる。政府により1984年から４年間かけて

総延長約50kmに及ぶ排水路（調査時に確認した排水路は、不整形台形断面の上幅３ｍ、

深さ２ｍ程度の土水路）が築造されたことにより、ある程度湛水被害は軽減されている

が、何か所かの排水路を観察した範囲では、法面の崩落が激しく機能の低下が生じてい

ると思われる。

 4) 流域管理

現在、本地域の流域では草地又は植生のない岩山が太宗を占めるため、保水機能の低

下（これによる水資源の涵養機能及び洪水緩和機能の低下）、土壌の流亡、下流部への

土砂堆積等が問題となっている。また、ダム築造を計画するうえでは、貯水池の土砂堆

砂の影響が懸念される。今回の協議において、農業省（及び農業総局）から、本地域の

農業・農村の振興を実現するためには、流域の保全を図ることが特に重要であり、流域

の管理（Water Shed Management）に関するモデル計画を策定してほしいとの強い要

望があげられた。農業総局のWater Shed Managementの具体的なイメージとして、果

樹の振興、砂防（治山）施設の整備を念頭に置いているようであった。

(4) 農業省とエネルギー省

「灌漑開発の計画・実施」に関する農業省とエネルギー省の役割分担は、原則として、

ダム、頭首工、１次及び２次の用水路はエネルギー省、３次及び４次の用水路は農業省が

担当する。以前は、両省間（出先機関を含む）の連絡調整が適切に実施されていなかった

が、2000年からは調整コミッティーを設置し、少なくとも形の上では随時、事業調整が図

られている。また、農業総局が上記のダム調査・設計の実施主体となっていることにみら

れるように、両省協議のうえ、ダム、頭首工、幹線用水路の計画・施工を農業総局が実施

することも可能とのことであった。
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一方、河川水及び地下水の開発（井戸の設置）を行う場合は、エネルギー省の許可を必

要とする。また、対象地域内のガラス川に唯一の水位観測所があり、エネルギー省が過去

20年分のデータを保持している。

(5) 実施中の灌漑事業（対象地区外）

サイト１地域の北側に隣接するRavansarの市街地の傍ら（山の麓）から湧き出るガラス

川源流の直下流部には、前述のとおり既存の頭首工（取水堰）が存在し、両岸取水の取水

口（左岸側2.0ｍ3/ｓ、右岸側1.5ｍ3/ｓ、いずれもコンクリート矩形断面）が配置されてい

る。このうち、右岸側については、対象地域外（サイト１地域とサイト２地域の間の地域）

の農地約2,000haを対象とした用水路工事が2000年に完了している。

１次水路はエネルギー省が実施し、２次水路以降は農業総局がエネルギー省の許可を得

て施工した。事業費用は３分の２は政府の補助金で、残り３分の１は農民の負担（銀行ロ

ーンを活用）により賄われた。

用水路について、現地調査時に以下の事象が確認され、計画・設計技術はあまり高くな

い（特に管理面を考慮した設計技術）との印象を受けた。

 1) 水路底（特に１次水路）に大量の土砂堆積が存在する。

 2) １次から３次水路は基本的にコンクリート張り台形断面構造となっているが、１次水

路の途中に土水路区間が存在し、この区間では多くの法面崩落が認められる。

また、この土水路から用水を引き込む開削穴（直接分水）がいくつも存在（不法な盗

水か否か未確認）する。

 3) ２次水路及び３次水路においても、ところどころで水路コンクリートの崩壊が認めら

れる。

 4) １次水路と２次水路の分岐地点には分水ゲートが存在するが、２次水路と３次水路の

分岐は用水量を制御する構造とはなっていない。

４－３－３　環　境

対象地域を含むケルマンシャー市の北西側一帯には、64か所の泉（湧き水）が存在し、それ

ぞれ50ｌ/ｓ～２ｍ3/sの湧出がみられる。これらの湧水は水質良好で枯れたことがなく、重力

方式で灌漑に利用されているものもあるが、環境上の配慮から、ポンプを設置することは禁止

されているとのことであった。

また、対象地域内ではないが、「アシラン湿原」という湧水による湿地帯は、渡り鳥が渡来

し、ラムサール条約の指定も受けている。

環境総局との打合せにおいては、自然資源等の環境保全の重要性が強調されたが、調査団側



－26－

からの「対象地域内における貴重な動植物の存在の有無」の質問に対しては明確な回答はなく、

「ケルマンシャー大学医学部による『ガラス川環境マネジメント調査』が実施中であり、完成

したレポートは本調査関係者にも報告する」とのコメントがあった。 
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第５章 本格調査の実施上の留意点 
 

５－１ 灌漑排水 

(1) 灌漑プロジェクトの進行状況等 

今回の事前調査の結果、調査前の情報と異なり、既にイラン国政府により灌漑開発計画が

策定され、一部実行に移されていることが以下のとおり明らかとなった。 

 1) サイト１地域では既にエネルギー省により、灌漑開発計画（１次水路、２次水路）が進

められている。 

 2) サイト２地域についても、農業総局により、２地点のダム計画・設計が実施され、１か

所の頭首工が施工済みとなっている。 

こうした状況のなかで、現地調査時に確認された本調査に対する農業総局の具体的要望（灌

漑排水分野）は、以下のとおりである。 

 1) 河川水利用の灌漑計画策定：上記計画実施中のプロジェクトを前提として、引き続く灌

漑用水路計画の策定 

 2) 地下水利用の灌漑計画策定：既存の計画は特になし 

 3) 排水改善のための計画策定 

 4) 流域管理に関するモデル計画の策定 

 

(2) フィージビリティー・スタディー（Ｆ／Ｓ） 

サイト１地域については、まず、エネルギー省が実施中の灌漑事業計画を全面的にレビュ

ーする必要がある。Ｆ／Ｓの一方策としては、３次水路以降の用水路計画の策定を行い、この

なかであわせて、農民意向の適切な反映、管理体制及び具体的な水管理方法の十分な考慮、

営農計画・農業技術の普及面の充実について検討することが考えられる。 

サイト２地域については、安定的な河川自流は極めて限定的であると思われるので、広域

な灌漑開発を行うためには、ダム開発に依存せざるを得ない点は理解できるが、農業総局が

実施した灌漑計画（ダム計画等）については十分な検証を要する。ダム計画地点（ダムサイ

ト）の河川の両岸はなだらかな丘陵地形で、印象として、条件の良いダム建設地とは見受け

られない。また、圃場へパイプラインで配水したいとの農業総局の構想は、費用対効果の面

（ダムを含む）、維持管理に係る技術的難しさや管理費用等の観点から、その実現性に疑問が

多い。いずれにしても、既存計画の妥当性・問題点をあらゆる角度から検討し、結果・状況

によっては、代替灌漑開発計画（地下水開発など小規模なものとなることも考えられる）を

策定し、計画策定に関する技術移転を行うことが１つの方法になると考えられる。計画策定

にあたっては、環境保全、灌漑施設等の管理、農民組織、営農など、ソフト面を重視しつつ、
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計画プロジェクトの現実性（実現性）、持続性に配慮する必要がある。 

流域管理の問題については、山に木がないのは一目瞭然であるが、具体的に当該流域にど

のような問題があるのか、周辺地域に（人々の生活、営農、利水、治水等の面で）具体的に

どのような現象を引き起こしているのか、できる限り定量的に把握することが重要であり、

そのうえで、本調査としての現実的な対処策を検討することになろう。 

また、排水の問題については、現地での聞き取りでは、地下水位が高いことによる作物生

育上の問題及び大雨が降ったときの湛水被害の問題があるとの説明であったが、地下水位の

変化、地形条件、洪水履歴等を調査して問題の内容・程度・頻度等を分析する必要がある。 

 

５－２ 農 業 

調査地域は、小麦、大麦、トウモロコシ等の穀類に特化した地域であるが、一部の地域を除き

土壌条件も良く、水の効果的な利用を行うことにより、麦類等の生産性向上のほか果樹、野菜等

の新規作物も導入できる可能性はある。土地の条件、労働力、農作物の需給動向等に応じた農家

が自立できるような営農計画が必要である。 

また、農家の意向調査などを行い、農家の意向を充分把握する必要がある。 

 

(1) 作物の選定 

作物の選定にあたっては、農家の意向を踏まえ、作物の需給動向はもちろんのこと、農家

の技術レベル、経営規模にあった作物の選定が重要である。また、灌漑による作型の変更（２

年三作等）や、機械等の効率的な利用（集団利用）よる低コスト化なども視野に入れる必要

がある。 

野菜・果樹等の新規作物の導入も可能な地域ではあるが、技術指導の面から考えると小麦

を中心とした既存作物の生産性の向上による農家経営の安定が現実的である。いずれにして

も農家の教育・指導が重要である。 

 

(2) 農業技術の普及教育 

農業技術の普及については、普及組織はある程度整備されているが、農業者の半数が知識

がないといわれているなかで、農家への教育が十分行われているとはいいがたい面がある。 

農家の教育・訓練の仕方、実証の仕方等について十分検討するなど、ソフト面を充実する

必要があると考えられる。 

 

５－３ 環 境 

灌漑開発に伴う水資源（地下水、河川水、湧水）への影響については、十分留意する必要があ
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る。精度の高い地下水の賦存量の把握、揚水に伴う影響量の想定は、難しい面が多いが、最も重

要な検討事項の１つであり、エネルギー省とも協力のうえ検討を尽くす必要がある。 





 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

 １．要請書（Ｔ／Ｒ） 

 ２．実施細則（Ｓ／Ｗ） 

 ３．協議議事録（Ｍ／Ｍ） 

 ４．収集資料 

 ５．質問書 
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